知的障害者福祉施設における虐待の未然防止に関する研究：ロールプレイを用いた職員研修の可能性について by 石川 瞭子 et al.
―　90　―
石川瞭子：知的障害者福祉施設における虐待の未然防止に関する研究
知的障害者福祉施設における虐待の未然防止に関する研究
―ロールプレイを用いた職員研修の可能性について―
石川　瞭子＊　佐藤　量子＊＊
＊聖隷クリストファー大学　社会福祉学部　社会福祉学科
＊＊聖隷クリストファー大学大学院・社会福祉学研究科・博士後期課程
  　  社会福祉法人「かしの木」
An Explorative Study into the Effectiveness of “Role-
Play” in the Prevention of the Institutional Abuse of 
Mentally Handicapped People 
Ryoko ISHIKAWA　　Ryoko SATO
キーワード：障害者虐待、未然防止、職員研修、ロールプレイ
Key words：mentally handicapped people, prevention of the institutional abuse, role-play
―　92　―
聖隷クリストファー大学社会福祉学部紀要　No. 12 （2014）
―　93　―
はじめに
千葉県の知的障害者Ｓ施設で 5 人の職員が
19 歳の利用者に暴行を行い、死亡させるとい
う虐待事件が発生した。この施設では、その利
用者を含む複数の利用者への暴力がくりかえさ
れていた、と報じられた（毎日新聞他 2013 年
12 月 15 日他）。2012 年 10 月に障害者虐待防止
法が施行され、障害福祉事業所における虐待の
防止と利用者の権利擁護に関する啓発運動が関
係機関により熱心におこなわれてきたにも関わ
らず事件はおきた。
しかも、事件は千葉県だけではなく高知県
（2013 年 12 月 24 日朝日新聞）・滋賀県（2013
年 11 月 26 日朝日新聞）・青森県（2013 年 12
月 27 日朝日新聞）等の全国で広まりをみせて
いる。法施行後、半年間で虐待をうけた障害者
（ここでは利用者）は 1699 人（厚生労働省 HP
　2013 年 10 月）に達したが、その数は「氷山
の一角」という専門家の指摘もある（朝日新聞
2013 年 11 月 12 日）。つまり現実はもっと深刻
かもしれないのだ。
虐待（ここでは施設内の暴力行為の意味で用
いる）は絶対にあってはならない。それは施設
の職員（ここでは支援員を含む関係職員）であ
れば充分に認識している。しかしながら筆者ら
は、施設という現場が日常生活の場であるがゆ
えに「支援」と「虐待」との境界を失ってしま
う瞬間があることも知っている。それは、あた
かも養育者が子を虐待してしまうのと似てい
る。
職員は専門職として利用者の生活を支援す
る。基本的に人が好きで利用者の生活支援をし
たいと思い職員になった。だからこそ、行きす
ぎた行為（虐待）をしてしまうこともある。だ
が養育者と職員では立場が異なる。いうまでも
なく、職員は人権を守る専門職として重たい責
務を負う。行きすぎた支援が虐待となりうる可
能性に敏感でなくてはならないし、日常にひそ
む危険性に気づいていなければならない。　
厄介な問題は「生活支援」というくりかえし
の行為の連続で展開される「日常性」にある。
また、それは社会や地域や職場環境の影響をう
け常に変化し、一方、時代の波をうけ関係性も
多様化しつつある。たとえば報じられることは
稀であるが、職員が家庭内の被虐待者で支援中
にフラッシュバックをおこし利用者を虐待して
しまう例や、逆の場合もみうけられる。
よく知られた事実として「虐待の連鎖」があ
る。「虐待の連鎖」の代表は、養育者が子へ不
適切な関わりをするパターンが世代を超えてう
けつがれていく様である。一方の「施設内虐待
の連鎖」は多くの場合、児童養護施設等の利用
の年長児が年少児へ暴力行為をし、年少児が年
長児になったときくりかえす行動パターンをさ
す。さらに筆者らは、ベテラン職員が利用者を
不適切にあつかう現場に接した新人職員が、同
じような行為をくりかえすのも施設内虐待の連
鎖であると考えている。
それにしても、この 10 年で日本社会は大き
く変化した。歯止めがきかない児童虐待の増加、
DV 件数の増加、暴力事件もあとを絶たないな
かで職員の質も変化している。実際、石川が関
わった A 施設の職員 A は家庭および施設の虐
待被害者であり、現職の施設内で利用者から暴
力の被害にあった。佐藤も B 施設の職員 B が
虐待の被害者であり、施設内で利用者から虐待
をうけたのちに退職した経緯に接している。
筆者らは職員 A・職員 B の存在は例外でな
いと確信している。われわれは現場における利
用者からの暴力（虐待）の被害職員が決して少
なくないという報告をうけている。そのうちの
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相当数が家庭内等の被虐待経験者である可能性
が少なくないとしている。そうした施設の現実
があるとするのならば、研修の在り方が検討さ
れていない点に問題がある。筆者らは本研究の
意義をそこに見出すのである。　
本研究の目的は 2 つである。1 つは、施設内
の虐待の実態の把握で、①職員が利用者に被害
をあたえ職員が加害者となってしまう事件の検
討。②利用者が職員に暴行をあたえ利用者が加
害者となる事件の検討である。2 番目は、施設
の危機管理を目的とした職員研修のありかたの
検討である。
言及するまでもなく、施設の危機管理で「被
害者をつくらない」と同時に「加害者をつくら
ない」の 2 つの環境的配慮が必要である。本論
は危機管理上で必要となる環境的配慮すなわち
虐待の未然防止の構図をときあかして行きたい
と考える。
しかしながら施設は待ったなしの状況の中で
運営せざるをえない。そこで筆者らは虐待の予
防を企図して職員むけにロールプレイを用いた
研修を実施してきている。今回、筆者らが実
施したロールプレイを用いた研修をとりあげ、
研修に参加した職員の反応の検討をおこない、
もって本研究の今後を展望し、その礎にしたい。
進行は、第 1 章で先行研究のレビュー、第 2
章で障害者の虐待防止法とその実態、第 3 章で
事件化した施設職員による虐待事件、第 4 章
で事件化した施設利用者による加害事件、第 5
章で施設運営の危機管理上の課題、第 6 章で B
施設での職員研修と参加者の反応の考察、最後
にまとめとして今後のロールプレイを用いた職
員研修のありかたの提言、である。本論は全体
を石川がデザインし第 1 章から第 6 章まで佐藤
が論じ、考察は石川と佐藤が行う。
第 1章　先行研究・文献研究
ここでは先行研究のレビューを行う。第１節
で先行研究のレビュー、第 2 節で本論と関係す
る文献を調査する。
第1節　先行研究のレビュー
「障害者福祉施設における危機管理：知的障
害者への虐待を未然防止する職員研修の在り方
について」と同題の先行研究はみあたらない。
「福祉施設・危機管理・職員研修」の 3 点のキー
ワードで論文を検索したがみあたらなかった。
国会図書館の雑誌記事検索で「障害者・虐待事
件」で検索すると、青木の「使用者による障が
い者虐待対応に求められるもの：滋賀サン・グ
ループ知的障がい者虐待事件の教訓を今こそ」
という論文があがった（青木佳史 2012）（1）。
他に 6 件あるが、いずれも職員による施設内
虐待で、事件に着目し責任を追及する内容と
なっている。障害者虐待の先駆的な研究をし
てきた松川（2001）は、「虐待を正面から捉え、
虐待発生の要因分析を行うスタンスのものはな
かった」と「施設内虐待研究の視覚と方法」（注①）
の中でのべている。
第2節　本論と関係する文献
CiNii で「障害者虐待」と検索すると、108
本の論文が見つかった。全体としては障害者虐
待防止法施行に関する研究が多い傾向にある
が、そのなかでも市川（2013）は「障害者虐待
防止法を活用するためのいくつかの課題：主に
施設内虐待の視点から」（2）、寺島（2013）「障
害者福祉サービス従事者による虐待の防止」に
代表されるような、虐待の発生過程を明らかに
し未然防止について研究した内容もみられた（3）。
他に野村（2013）「地域ぐるみの支え合い活動
―　94　―
聖隷クリストファー大学社会福祉学部紀要　No. 12 （2014）
―　95　―
で虐待を防ぐ：行田市の「包括的虐待防止」の
取り組み」に代表されるような、虐待防止の実
践に関する論文もあった（4）。
筆者らが重要と考えるのは重岡論文と寺島論
文である。重岡（2008）は、「知的障害者施設
において虐待が発生する背景」について分析し、
知的障害者福祉施設での虐待は「利用者の問題
行動に起因しているという認識が強く、支援の
意識や技術として法人や施設内部から捉えよう
とする視点が見いだせていないという内因性
と、保護者や行政の立場・役割という外因的な
要因により、虐待に対しての自己解決志向の誘
因に弱く、虐待が密室性であり、隠蔽的で、長
期にわたりエスカレートするという構造的な傾
向が見られる」とのべている（注②）。
福祉施設における職員の抱える問題について
は「①障害者福祉をめぐる理念・制度の変化へ
の対応の不足、②専門的援助技術の未熟性、③
研修制度の課題、④社会福祉士の少なさ、⑤職
員のチームによる情報の共有」について指摘し
ている（注③）。また利用者への虐待を未然に防止
する方法として、重岡は事例検討が有用である
ことを指摘している。事例検討により「利用者
にとっても職員にとっても実現可能な最善の方
向性を集団として決定、実践できる力、スーパー
ビジョン機能として、支援者を支え、自己覚知
に導く職員集団の力が虐待防止に大きな影響を
与える」とのべている（注④）。
寺島（2013）は、「障害福祉サービス従事者
による虐待の防止に関する研究」で、「障害者
虐待の定義が抽象的な表現を用いているため虐
待を具体的に示しておらず、虐待か支援かの区
別は福祉従事者個々人に任せられる裁量が広
く、従事者が虐待ではないと判断すれば虐待で
はなくなる恐れがある」とのべている（注⑤）。
先行研究レビューから、利用者への施設内虐
待が発生する背景・共通する条件および未然防
止の研究は進んでいることが判明した。だが、
虐待の未然防止に特化した職員研修の具体的な
方法論が確立されているとはいいがたい。先述
の「氷山の一角」とのべた久田則夫は「座学だ
けでなく、利用者と職員役に分かれたロールプ
レイなどを交えるなど実践的な研修を繰り返
し、職員の態度や姿勢が利用者にどう見えるの
か学ぶのです」と結んでいる（注⑥）。
筆者らは久田の指摘する座学ではなくロール
プレイなどを交えた実践的な研修方法をすでに
実践しており、今回は研究途上ではあるが実践
報告を行い今後の示唆を得たいと考える。
第2章　障害者虐待防止法と実態
まず、福祉施設における障害者虐待の特徴を
日本障害者福祉協会の定義からのべ、厚生労働
省が報告した福祉施設虐待のデーターから近年
の虐待の実態を検討する。
第1節　障害者への虐待状況
冒頭の S 施設の事件も 5 人の職員が関わり
ながら暴力がくり返えされていた。なぜ誰も「虐
待」ときづかなかったのだろうか。
厚生労働省社会援護局は、障害者福祉事業所
での虐待は、「①密室に近い環境で行われるこ
と、②不適切な言動等ちいさな権利侵害から次
第にエスカレートすること、③職員の倫理観の
欠如や専門知識が不足している場合におきやす
いことなど、共通する構図がある」と指摘して
いる（注⑦）。ここで厚生労働省の福祉施設内虐待
を報告したデーターをみるとしよう。
厚生労働省による「平成 24 年度　障害者虐
待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関
する法律に基づく対応状況等に関する調査結果
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報告書」によると、都道府県でうけつけた障害
者福祉施設従事者等による障害者虐待に関する
相談・通報件数は 939 件であった。
そのうち、事実確認調査を行った事例は 612
件で虐待が認められたのは 80 件であった。そ
の他については、事実が認められなかった、あ
るいは判断に至らなかったと判断されている。
表 1 は厚生労働省が発表した 24 年度の虐待の
対応状況である。
被虐待者（176 人）の内訳は、男性が 67.0％、
女性が 33.0％で、年齢では 20 ～ 29 歳が 27.3％、
30 ～ 39 歳で 21.0％、40 ～ 49 歳が 15.9％であっ
た。障害種別については、表 2 に示す。知的障
害者が被虐待者の半数を占めている。表 2 は障
害種別の内訳である。
他方、虐待者は年齢 60 歳以上が 21.8％、50
～ 59 歳が 19.5％であった。直接的な支援をお
こなう生活支援員が虐待をしていた割合が高い
（表 2）（表 3）。
　
職員等による虐待の通告件数は 939 件で実際
に「虐待」と判断されたのは 80 件。10 件に 1
件に満たないこの数は、虐待と判断することの
困難さが現場にあることを示唆するも、それに
しても少なすぎないか。
筆者らが着目する点は「虐待をうけている」
という認識がもちにくい知的障害者が半数であ
ること、職員の職種で生活支援員ないし管理職
が 65.4％、50 代から 60 代以上のベテランが加
害者である点が影響しているのではないか、と
いう点である。
支援内容に最も個別性が求められる知的障害
者に対して、生活に密着し長期にわたり自立を
支援する職員が、それもベテランとよばれる職
員が何故に虐待を行ってしまうのか。こうした
傾向は近年のことか、それとも虐待の連鎖等の
問題が存在するのか明らかにすることは急務で
ある。
第2節　障害者への虐待の推移
平成 24 年に障害者虐待防止法が施行されて
表１　平成 24 年度　障害者虐待対応状況調査（厚生
　　　労働省平成 25 年報告）
表 2　被虐待者の障害種別の内訳（厚生労働省平成　
　　　25 年報告）
表 3　障害者施設における課外職員の年齢（厚生労働
　　　省平成 25 年報告）
表 4　虐待者の職種（厚生労働省平成 25 度報告）
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から半年後に、国は初めて実態調査にのりだし、
その結果は前述したとおりである。施行前の虐
待件数については検索では見当たらないが、重
岡（2008）が論文の中で、平成 15 年以降の知
的障害者施設における虐待件数の増加について
言及し、増加の要因について以下の 2 要因をあ
げている。1 つは、支援費制度の導入により施
策、政策の急激な変化に施設現場や職員が対応
できずに起きたのではないかという制度上の影
響。もう 1 つは、第三者のサービス評価等のシ
ステムが導入され、それまで隠蔽されていた虐
待が明るみに出やすくなったのではないかとい
う側面である（注⑧）。
第3節　虐待の特徴
1996 年に発覚したサングループ事件から 6
年の年月をへて、障害者虐待防止法が制定され
た。法施行後、はじめて虐待件数や実態が公的
なデーターとして明らかになり、障害者施設内
の被虐待の半数以上が知的障害者であることが
判明した。
また施設内における虐待者の職種の 6.5 割以
上が生活支援員ないし管理職で、4 割が 50 代
から 60 代以上のベテラン職員である点も明ら
かになった。そこから①利用者と職員の日常に
おける相互性が環境面や制度面から影響をうけ
ている、②その影響が改善・修正されることな
く継続されくりかえされることで強化される、
の 2 点を指摘できる。
第3章　利用者が被害者となる事件の
　　		内実
本章では、利用者が被害者となり事件化した
事例を毎日新聞デジタルから検索し、利用者へ
の虐待の内実について検討したい。
第1節　事件化した事例　
障害者虐待防止法施行後、虐待相談窓口の設
置が市町村で義務づけられ、福祉施設従事者に
よる利用者への虐待が明るみにでるようになっ
た。毎日新聞で 2013 年度の障害者虐待を検索
すると数件あった。
①諫早市の障害者施設「Ｍ家」
40 代の職員が 20 代の利用者に対し足で蹴る
などの虐待行為をしていた（2013 年 12 月 25
日）。
②別海町の知的障害者施設「Ｋ学園」
2013 年 2 月と 2012 年 11 月、30 代の利用者
に対し職員が洗面台に近づいて歯を磨くよう足
を強くおしつけ痣ができた。2008 年には、20
代の利用者が職員から平手で顔を殴られケガを
した（2013 年 06 月 20 日）。
③西東京市の知的障害者入所施設「Ｔ」
2012 年 8 月、パニック的な行動をとること
がある利用者に殴られた職員が、馬乗りになっ
て利用者の顔を数発から十数発殴打したほか、
職員が利用者に対し蹴ったり、突き飛ばしたり
する、食事を無理に口におし込む、トイレに拘
束する、暴言を浴びせる、などの行為があった
（2013 年 09 月 30 日）。
冒頭の「Ｓ施設」の職員は「利用者の興奮を
抑えることができなかった、（他の利用者をた
たくなど）他害行為を抑えるためにやった」等
と説明し、県の調査にも「支援がうまくいかず
手をだしてしまった、安易な方法に頼ってし
まった」と話している」（毎日新聞、2013 年 12
月 15 日）。
事件化した虐待の事例から、不穏な状態にあ
る利用者の自傷他害行動を抑える、あるいは問
題行動に対処するための方法として職員は力を
用い、次第に虐待へと発展した経緯が観察され
る。熱心なベテラン職員が「日常性」のなかで「虐
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待」という落とし穴に足をとられてしまう様子
と、新人職員に影響を与えかねない職場環境も
共通して観察される。
第4章　利用者が加害者となった事例
つぎに、利用者が加害者となり事件化した事
例をとりあげる。
第1節　事件化した事例
厚生労働省および法務省・内閣府・警察庁で
利用者が職員に暴力（虐待）をふるった事件を
調べたが調査は公表されていない。公表してい
ないのか、それとも調査がないのかさえ分から
なかった。たとえば文部科学省の HP 上で校内
暴力事件の対教師間暴力の件数や体罰件数等は
容易に検索できるが、福祉施設内の利用者によ
る事件の発生件数は検索できない。
唯一関連の調査として、平成 20 年度厚生
労働科学研究障害保険福祉総合研究成果報告
書「矯正統計年報」（4）の中で、全受刑者のな
かの知的障害者の割合をあげている。その報告
によると新受刑者は平成 13 年に 28,469 人だっ
た。文部省のCAPASで知能指数を測った結果、
28,469 人のうちの 6,596 人（23.2％）が知能指
数 69 以下で、知的障害者であることがわかっ
た。これは、全新受刑者の 23.2％である。
表 5 は全受刑者のなかの知的障害者の割合で
ある。表を眺めると知的障害者の受刑者人数が
僅かだがあがっていることに気づく。この傾向
をどうみるか。筆者らは、身体に障害がない知
的障害者は施設利用がしにくい傾向があるので
はないか、とみる。理由の一つに脱入所化の動
き、他方に施設経営管理という点で運動力のあ
る利用者は歓迎されない傾向があるのではない
だろうか。特に保護者が不在で施設からはみだ
した利用者は社会との不適応から犯罪者となっ
てしまうこともあるのではないか、と考える。
　　
誤解して欲しくないのは、知的障害者だから
犯罪率が高いと筆者らは決して思っていない点
である。また、この数が施設内で暴力事件を起
こし職員にケガをさせる率と同義であるとも
思っていない。ただ日々の生活のなかで知的な
障害をもつ利用者も、不快なできごとに遭遇す
るだろうし、不穏な状況に陥ることもないとは
言えないのも事実だ。
まして言語化が充分でない、環境への適応も
充分でない利用者は、生育過程で養育者等から
虐待をうけていることも稀でなく、さらに障害
の重症化や高齢化と重なり、職員に過重な負担
がのしかかっているという現実も一方にある。
先述の西東京市の職員は利用者からの暴力に
反応して結果的に施設内虐待に至った。こうし
た事例はレアなできごと扱われることも多いが
「レアな職員」とかたつけずに「ノーマルな出
来事」として未然防止を検討しなくてはならな
いのではないか、と考える。
第5章　虐待行為の相互性の認識に立	
　　		つ危機管理の必要性
第 3 章、第 4 章をふまえ本章では、危機管理
の必要性についての認識が広がり、各自治体に
おいて危機管理の実践が取りくままれてきてい
ることを述べる。
表 5　新受刑者のうち知的障害者が占める率
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虐待防止法施行後、厚生労働省は平成 25 年
2 月に障害者虐待防止マニュアル（6）を作成し
ており、厚労省の HP からダウンロードできる。
身体拘束の基準や、構造化を用いていきすぎた
支援が虐待とならないようにするための具体的
な方法が視覚的に示され、その内容は 88 頁に
も及ぶ。障害者虐待防止法の施行と前後して、
おおくの自治体は障害者虐待防止対策（7）を行っ
ている。
筆者らは広島県知的障害者協会の「笑顔の支
えになってください　障害者虐待防止ハンド
ブック　事業者編（8）の編纂に関わった。当ハ
ンドブックは、職員だけでなく利用者・家族を
対象として、虐待が何であるのかを具体的に視
覚的に理解しやすいように工夫した。施設内虐
待をなくすには関係する全ての人々が未然防止
への意識を高めないと虐待はなくならないと考
えたからである。
なお筆者らは編纂のプロセスで、施設におけ
る虐待を防止するために「被害者を作らない」
「加害者を作らない」という 2 つの視座が重要
であると気づいた。職員が過去に虐待をうけて
いればフラッシュバック等から虐待を行う加害
者になる可能性、あるいは被害者となるように
無意識に動いて利用者を加害者にしてしまう可
能性があると気づいたのである。
虐待は突発的に起こるのではなく、日々の生
活支援上の行為の一つが虐待へと変化して発生
する事件である。よって虐待は特別な職員が特
別な状況下で特別な利用者を対象とした行為で
はないと考える。
全国社会福祉協議会は、障害者福祉施設の経
営者・施設長に求められる視点として、虐待は
「どこの施設でも発生する可能性がある」こと
と認識して、「虐待防止にむけた強い意志と対
応を具体化するリーダーシップが求められてい
る」と提言し、「効果的な研修体制の整備」、「職
員のストレスを軽減できるような環境的配慮や
労務管理上の人的配置や勤務体制作り」が重要
であるとのべている（注⑨）。具体的には、①管理
職が頻回に支援者と利用者の様子を把握するよ
うに動く、②職員同士が話しやすい雰囲気を作
る、③利用者が訴えやすい雰囲気を作る、④事
例検討会などを通して、支援者がスーパーバイ
ズをうける場を設ける、等々の工夫により、被
害者も加害者も作らない環境づくりをすること
であろう。
そして、その前に職員が自らの経験を言語化
し自己覚知すること、職員同士が互いに施設内
虐待が発生しない環境作りに配慮することも大
切となろう。
本章では虐待行為の相互性に触れ、職員と利
用者間のみならず職員と職員、職員とその家族
間の行為の連鎖を考察し検証した。　
次に第 5 章に立脚する職員研修のあり方にふ
れる。
第6章　虐待を未然に防ぐための職員	
　　		研修
ここでは、虐待を未然に防ぐためのロールプ
レイを用いた職員研修についてわれわれの実践
から報告を試みる。
第１節　職員研修の現在　
施設において職員研修への参加は推奨されて
おり、全国社会福祉協議会や手をつなぐ育成会、
自閉症協会などが研修の場を提供している。Ｂ
施設では、年に 3 回の職員研修がある。これら
は外部から講師を招き、職員の日々の支援を客
観的にみつめなおし、また新しい知識や専門的
な知識をえる機会となっている。
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そうした研修会を積み重ねている結果、対応
に苦慮している事例について職員のほうから事
例検討会をしたいと管理職に提案する職場環境
ができている。以下に、Ｂ施設での職員研修の
事例を報告する。
（1）ロールプレイの研修
ここでは 2012 年と 2013 年に行った佐藤と石
川のロールプレイ研修の実際をふりかえり施設
の危機管理にどのように貢献できたかを検討す
る。研修の場は B 施設である。
①うまく関われない男性利用者の事例
佐藤は、広汎性発達障害の男性利用者への対
応に苦慮している職員からの要請で、ロールプ
レイを行った。参加した職員は佐藤を含め 4 名
で、男性利用者役、職員役Ａ、職員役Ｂ、オブザー
バーとした。実際に最も「困った」と思う場面
を具体的にロールプレイで再現することとし、
それぞれが役を演じた。男性利用者役の女性職
員は、役になることが難しく、同じ場面をくり
返しロールプレイで再現した。その過程で、女
性職員は男性利用者に対して苦手意識があり、
対応する時に緊張しているという気づきがあっ
た。
また他の職員から、緊張しているからか男性
利用者と接している時に怒っているように見え
るとの指摘があり、その発言をした職員も、い
つもトラブルを起こす男性利用者に対し、トラ
ブルメーカーだと決めつけていたことに気づい
たとの発言があった。「自分たちの気づいてい
ない感情が、利用者側に伝わり関わりが困難に
なっていたのではないか」ということが共有さ
れた。
②暴力行為のある男性利用者の事例
佐藤は、重度の知的障害者である利用者が、
施設職員に大怪我をおわせた事件についてロー
ルプレイをし、未然防止について検討を行っ
た。具体的には、利用者が大きなパニックを起
こしてＢ職員を突き飛ばし大けがを負い、別室
にいて異変に気付いたＤ職員が血まみれになっ
ているＢ職員とパニックで暴れている利用者を
発見し、気が動転して立ち尽くしたという場面
をロールプレイにて再現した。
参加者は、利用者と関わりがある 5 名の職員
であった。ロールプレイを通して職員が以前か
ら利用者に恐怖感や緊張感などを抱いていたこ
と、場面を再現することで事件と向き合いトラ
ウマを言語化しケアすることも可能であること
が示唆された。また利用者が虐待のフラッシュ
バックを起こしていた可能性も情報共有できて
危機管理上の貴重な経験をえた。　　　
③利用者を加害者にしてしまった事例
石川と佐藤は知的障害者Ａ施設の職員Ａが利
用者の不穏な状況を知っていながら、他の職員
の協力を得られる状況にあったにも関わらず、
一人で対応し、結果的に利用者が加害者となる
事件を誘発した事例（A 職員の許可あり）を研
修でとりあげた。職員Ａの過去の経験（家庭内
と施設内の虐待の連鎖の被害者）と事件をロー
ルプレイで検討を行い、未然防止する方法を参
加職員と議論した。　
具体的には、被害者である職員と加害者であ
る利用者の幼児期から事件が起こるまでを 10
分のロールプレイで再現した。参加者は 20 人
程度で、10 人が被害者の職員家族、10 人程度
が加害者の利用者家族となり、幼少期から事件
までの間の家族の動きを再現した。準備と発表
に要した時間は 2 時間で全体の振り返りに 1 時
間用いた。
参加者のふりかえりで「事件は、過去からの
連続性の過程で起きるのであり偶然起きるので
はないと分かった。だからこそ、事件は回避で
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きると感じた」や、「被害者である支援者の未
解決な問題が引きおこした事件だった」とのべ
た職員もいた。
また「どうしてこうした事件が起きるのかを
考えたことがなかった。なぜ事件が起きたかを
考えることは、事件の未然防止に繋がると思っ
た」と語る職員もいた。
ロールプレイはモレノが創造した心理劇の中
核的な方法であり、対人援助職の学習場面で頻
回に用いられる。松山郁夫（2012）は「非言語
的コミュニケーションに関するソーシャルワー
ク演習―心理劇におけるウォーミングアップを
通して―」の論文で、「心理劇を用いた非言語
的コミュニケーションを体験することで自己覚
知が促されること（注⑩）」を明らかにしている。
Ｂ施設での研修からも、支援者としての自分
に気づき、利用者との関係性構築のための職員
自身のありようについて考えるロールプレイ
は、自己覚知に有効であることが示唆されてい
る。また、グループでロールプレイに取り組む
ことにより、グループ間のコミュニケーション
が活発になり、チームとしての凝集性も高まる。
さらに、ロールプレイを通して普段は経験しな
い感情を表出することで、ある種のカタルシス
効果も期待され、職員のメンタルヘルスケアに
も役立つのではないかと考えられる。加えて、
短い時間内での作業から適切な行動を選び取る
訓練にもなり、施設の危機管理上も有用である
ことが示唆された。
考察　
　
今後、福祉施設運営において職員養成は今ま
で以上に重要になるであろう。松川（2001）は、
虐待のメカニズムを社会的な視点から解明する
ことを試みており、専門性の問題と虐待との関
連性を追求する必要もあると述べ、「我が国に
おける社会福祉専門教育が未完成であり、多く
の従事者が実務を通じて専門知識をえている。
しかしながら、現場における実践論は未熟とい
わざるをえない。施設内の底に潜在する問題は、
実践論の未熟さと実践的とはいえない専門教育
の在り方の二重の問題のなかに存在している」
と記している（注⑪）。
考察は以下の 3 点で行う。（1）施設内で虐待
の被害者・加害者をださないために、（2）福祉
施設の危機管理と職員研修、（3）職員研修にロー
ルプレイ等の体験学習の導入の必要性と意義に
ついて、である。
（1）施設内で虐待の被害者・加害者をださな
　　	いために
障害者虐待防止法が施行され、障害者虐待が
社会問題として捉えられるようになった。未然
防止の方法についても検討され、今後は施設に
おける研修の在り方の研究は進むと思われる。
それにしても、職員による利用者への虐待の発
生の構図の解明はすすんでいるが、職員が利用
者からうける暴力（虐待）については報告がな
く着目されてこなかった。Ｂ施設では、利用者
からの暴力により自信を失い転職した職員がい
たが、施設における離職率の高さはこうした状
況も要因の一つとしてあげられるのではないか
と考える。
今回、ロールプレイの参加者から「虐待事件
は急に発生するわけでなく準備期間があること
がわかった」、「事件は事前に防げた。逆に事件
は作られるという面があることがわかった」と
の感想があった。
冒頭に記したＡ施設の職員Ａは、不穏な状態
にある利用者を目撃した際、他の職員の協力が
得られる状況にあったにも関わらず、一人で利
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用者に対応し暴力の被害にあった。その時、職
員Ａは「自分は虐待の被害者だ、だから絶対に
利用者に危害を加えない。だとするのなら自分
が暴力に耐えればよい」と考えたという。
そのとき職員Ａの行為が利用者を加害者にさ
せてしまう、という気づきはなかった。そして
現実は、職員Ａが搬送された病院の通報で警察
署員が施設に入り、利用者は加害者として拘束
された。このように福祉施設は利用者の被害者
をださないことはもとより、利用者を加害者に
しないという危機管理の視点が重要である。そ
れは職員を加害者にしないと同時に被害者にも
しないということと同次元である。
時代は変化した。人の関係性も変化した。そ
うした時代的背景を考えれば、職員Ａのような
成育歴上に未解決な問題をもつ職員が、今後も
施設に存在する可能性は全くないと言いきれな
い。そうであれば、危機管理の研修の重要性は
いうに及ばず、職員の未解決な問題をシエアし
あう職場の雰囲気や、上司とのフランクな関係
性も重要な要素となってくる。
（2）福祉施設の危機管理と職員研修
福祉施設は長く閉鎖的で社会からも隔離され
た場所であった。入所施設を作らないという国
の方針が明らかとなり、脱入所化の動きはこの
10 年くらいに進んできたもので、新しい施設
の在り方は未だ模索状態である。障害者虐待防
止法により、福祉施設のさらなる脱閉鎖化がす
すめられ、今まで見えなかった虐待を含む問題
も明らかになっていくだろう。
平成 24 年にすべての施設が障害者自立支援
法に完全移行し、平成 26 年には障害者総合支
援法が施行されることが予定されており、今後
も現場では混乱が続くものと思われる。このよ
うな変革の時期にこそ、施設の危機管理能力が
問われる。　　　　　　　　
いうまでもなく、危機管理としての取組の代
表は職員研修を行い職員の専門性を磨くことで
ある。施設の職員研修は地域の社会福祉協議会
等が企画しており、頻繁に開催されている。だ
が実際は、現場の職員が休みをとって参加する
ことは難しく、義務化されている研修に参加す
るだけで精一杯というのが現状であろう。
また、グループホームや入所型の施設では、
職員が交代制で勤務しており、全員が参加でき
る研修会を設定することも難しい。市川（2001）
は、事例検討会が虐待の未然防止に効果がある
と指摘しており、筆者らもそのように考えるが、
現状としては事例検討会や職員研修の場を設け
ることは難しく、なかなか捗らない。
施設側が危機管理の意識を持ち、職員研修に
対し積極的であることが第一歩となることが明
らかであろうが、職員配置や施設経営に対して
の法制度的な配慮も必須な状況にあるといえる
だろう。
（3）職員研修にロールプレイ等の体験学習を
　　	導入する意義
先述したように多くの職員は日頃、研修や
スーパービジョン等を頻繁に受けるチャンスに
恵まれていない。また、日常生活に密接に関わ
る施設での支援は、職員が専門性の意識を保ち
にくく、また他者からの指導をうけ支援を客観
視する環境もほとんどない。
その一方で、利用者側のニーズの多様化や障
害が複雑化しており、障害特性を体験的に学ぶ
ことが必要になっている。これらの施設が抱え
る問題に対応するために、筆者らは事例研修と
してロールプレイによる体験学習は有効である
と考え、数年前から試験的に研修でとり入れて
いる。
―　102　―
聖隷クリストファー大学社会福祉学部紀要　No. 12 （2014）
―　103　―
今回のロールプレイの参加者のコメントにも
あるように、ロールプレイは①自己覚知に効果
的、②専門知識を体験的に学ぶことができる、
③グループワークとしての要素が強く職員間の
コミュニケーションを活発にする、④危機管理
について体験的に学ぶことができる、等々であ
る。
「いま、ここで何が発生していて、どのよう
な行為を選び取る必要があるか」を考えるロー
ルプレイを用いた研修は、多様性を強め、複雑
性を高める現代の福祉現場の研修として、今後
も期待される。
まとめ
「福祉施設における危機管理：知的障害者へ
の虐待を未然に防止する職員研修のあり方」に
ついて、今回は筆者らが実践したロールプレイ
を用いた研修の意義を検討した。通常の日常生
活の支援行為が、ある状況下では虐待へと異変
することから、職場内の環境的配慮（危機管理）
がなによりも重要であるが、同時に職員が自己
覚知および他者覚知をすすめ「今ここでの危機」
に気づき「行為を選びとる」ことも大切で、両
者のためにロールプレイによる職場研修はその
可能性を示唆していると考えられた。
ロールプレイの内容や進め方については言う
までもなく、さらなる検討が必要であり、今後
の研究課題として実践例をふやし検討をすすめ
たいと考えている。
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